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(57)【要約】
【課題】挿入部の先端から前方に向けて流体を噴射させ
る際に、この流体の噴射圧を変化可能なものとする
【解決手段】挿入部２の先端硬質部２ｃにおける先端部
本体２０から先端キャップ２１にかけて噴射通路２２が
設けられ、この噴射通路２２を構成する接続パイプ２３
の内面には、その流路面積を変化させるための可変絞り
を構成する可撓容袋２５が装着され、この可撓容袋２５
に接続した給液チューブ２６を本体操作部１にまで延在
されて、本体操作部１の内部に設けたシリンダ２７に接
続し、遠隔操作によって、可撓容袋２５に作動液体を給
排して拡縮させることにより流路面積を変化させる可変
絞りを構成している。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
本体操作部に連結して設けた挿入部の先端硬質部に流体供給源からの流体供給通路の先端
に流体噴射口を形成し、この流体噴射口から前記先端硬質部の前方に向けて流体を噴射す
る内視鏡の流体噴射装置において、
　前記流体供給通路に設けられ、その流体噴射口の開口面積を変化させる可変絞りと、
　前記可変絞りの絞り開口を制御する制御手段と
から構成したことを特徴とする内視鏡の流体噴射装置。
【請求項２】
前記可変絞りは前記流体供給通路の先端部分を含む位置に設けられ、内部に作動液体が供
給される可撓容袋から構成し、また前記制御手段は、一端が前記可撓容袋に接続した給液
チューブと、前記本体操作部に設けられ、前記給液チューブの他端が接続されて、作動液
体を給排するためのシリンダに接続する構成としたことを特徴とする請求項１記載の流体
噴射装置。
【請求項３】
前記可撓容袋は、外周面が前記流体供給通路の内面に固着して設けたリング状のもので構
成したことを特徴とする請求項２記載の内視鏡の流体噴射装置。
【請求項４】
前記可撓容袋は前記流体供給通路の内面に円周方向に複数個所設けられ、前記作動液体給
排手段は、これら各可撓容袋からの給液チューブを合流させた合流給液チューブを接続す
る構成としたことを特徴とする請求項２記載の内視鏡の流体噴射装置。
【請求項５】
前記先端硬質部には、前記流体供給通路の延長線位置に大径開口部を形成し、前記可撓容
袋はこの大径開口部に装着する構成としたことを特徴とする請求項２乃至請求項４のいず
れかに記載の内視鏡の流体噴射装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内視鏡の挿入部の先端から洗浄液や薬液等を噴射するために、内視鏡に組み
込まれる流体噴射装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　内視鏡には、流体を供給するための機構として観察窓を洗浄するための送気送水装置を
備えている。送気送水装置は、挿入部の先端における観察窓に近接した位置に設けた噴射
ノズルに流体供給路を接続することにより構成される。流体供給路は挿入部に連結した本
体操作部及びこの本体操作部から延在させたユニバーサルコードに挿通され、さらにこの
ユニバーサルコードから引き出されて、負圧発生機構及び送水タンクに接続される。そし
て、本体操作部には制御バルブが設けられ、この制御バルブを手指等で操作することによ
って、噴射ノズルから観察窓に向けて、洗浄液を噴射することができ、また加圧エアを観
察窓表面に吹き付ける構成とされる。
【０００３】
　このように、観察窓を洗浄するための送気送水装置に加えて、他の流体噴射装置として
のジェット噴射装置を設けたものもある。送気送水装置は、観察窓の表面に沿うように洗
浄液なり加圧エアなりを供給するためのものであり、従って挿入部の軸線方向に設けた流
体供給路を噴射ノズルの部位でこの挿入部の軸線とほぼ直交する方向に流れを変えるよう
にする。これに対して、ジェット噴射装置は、体腔内壁から汚物を洗い流すために、また
色素材や薬液等を噴射するためのものであり、従って挿入部の延長線方向に向けて流体を
噴射させるように構成している。
【０００４】
　ジェット噴射装置は、挿入部における先端硬質部の先端面に流体噴射口を開口させて設



(3) JP 2009-142531 A 2009.7.2

10

20

30

40

50

け、この流体噴射口には供給通路としての流体供給チューブが接続して設けられる。流体
供給チューブを本体操作部に延在させて、本体操作部のケーシングに流体の注入口を設け
る構成となし、注入口にはシリンジや送液配管等からなる流体供給源が着脱可能に接続さ
れる。ここで、ジェット噴射装置は、流体の供給経路は１本であるから、送気送水装置の
ように、送気経路と送水経路との供給制御を行うために制御バルブを設けるのではなく、
シリンジを接続する場合には手動操作により、また圧送用のポンプを備えた送液配管が接
続される場合には、このポンプの作動用スイッチをオンオフさせる制御を行ったりするこ
とによって、流体の噴射制御が行われる。
【特許文献１】特開２００４－１９４９３９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　前述したように、ジェット噴射装置では流体の噴射方向は挿入部の軸線方向の前方であ
り、体腔内壁に向けて流体が直進することになるので、先端硬質部に設けた観察窓で流体
の噴射方向を確認することができ、従って流体の噴射制御を容易に行うことができること
から、観察視野の前方に向けて洗浄液を噴射させる際等に有利なものとなる。
【０００６】
　ところで、内視鏡にあっては、挿入部の長さが１．５ｍ乃至２ｍ程度となっており、さ
らには２ｍ以上のものもある。流体の噴射口は挿入部の先端に設けられ、この噴射口から
流体供給源までの間は可撓性のある流体供給チューブで接続されるが、この流体供給源は
本体操作部またはユニバーサルコードのコネクタ部に接続されることから、この流体供給
チューブは極めて長いものとなり、しかも挿入部の細径化という観点から、流体供給チュ
ーブの内径は小さいものとなる。このために、長い管路となった流体供給チューブにおい
て、管路抵抗に基づく圧力降下が生じることから、体腔内壁を洗浄するのに必要な噴射圧
を作用させることができないことがある。
【０００７】
　また、洗浄液等を噴射する体腔内壁の部位や汚損度合い等によっては、高圧で噴射させ
るのが必要な場合もあり、また体腔内壁のダメージを防止するために、低圧で洗浄液を噴
射させるというように、噴射圧を変化させることが必要になることもある。しかしながら
、前述した従来技術の構成では、噴射口から流体を噴射させる際にその噴射圧を変化でき
るようにはなっていない。
【０００８】
　本発明は以上の点に鑑みてなされたものであって、その目的とするところは、挿入部の
先端から噴射される流体の噴射圧を変化可能なものとすることにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　前述した目的を達成するために、本発明は、本体操作部に連結して設けた挿入部の先端
硬質部に流体供給源からの流体供給通路の先端に流体噴射口を形成し、この流体噴射口か
ら前記先端硬質部の前方に向けて流体を噴射するものであって、前記流体供給通路に設け
られ、その流体噴射口の開口面積を変化させる可変絞りと、前記可変絞りの絞り開口を制
御する制御手段とから構成したことをその特徴とするものである。
【００１０】
　流体供給通路における流体噴射口から噴射される流体としては、洗浄液や薬液，色素材
等からなる液体があり、また液体だけでなく、空気等の気体や薬液のミスト、さらには粉
体等であっても良い。この流体を供給するために、流体供給路をユニバーサルコードにま
で延在させて、常時流体の供給手段と接続することができ、また本体操作部に注入口を形
成する構成しても良い。本体操作部に注入口を設ける場合、この注入口は栓部材で閉鎖可
能とし、この栓部材に代えて流体供給配管やシリンジ等の流体供給手段を着脱可能に接続
できるようにする。
【００１１】
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　可変絞りは流体供給通路における流体噴射口の開口面積を段階的にまたは無段階に変化
させるものであり、遠隔操作で制御されることから、流体の給排により拡縮する可撓容袋
により構成することができる。即ち、可撓容袋に給液チューブの一端を接続して、この給
液チューブを少なくとも本体操作部にまで延在させて、他端を給排手段に接続する構成と
する。可撓容袋に給排される流体としては、気体を用いることもできるが、非圧縮性の流
体である作動液体とする方が望ましい。作動液体を可撓容袋に給排する構成とした場合に
は、制御手段はシリンダで構成することができる。従って、給排チューブの他端をこのシ
リンダに接続し、シリンダにはピストンを摺動可能に設けて、このピストンをシリンダ内
で摺動変位させる構成とすることができる。このピストンの駆動はマニュアル方式であっ
ても、電動モータ等の駆動手段により駆動する構成としても良い。
【００１２】
　可撓容袋に作動液体を供給すると、流体噴射口の開口面積が減少して、噴射される流体
の圧力が高くなる。一方、作動液体を排出すると、その分だけ流体噴射口の開口面積が増
大して、噴射圧は低下するが、流量は増加する。可撓容袋は、例えばリング状に形成した
ものを使用するか、または上下または左右に２分割した可撓容袋で構成することができ、
さらに３分割、４分割することも可能である。そして、可撓容袋を複数に分割したときに
は、それぞれに給液チューブが接続されるが、これらの給液チューブは途中で１本化して
、制御手段を構成するシリンダに接続する。さらに、可撓容袋は流体供給通路を構成する
チューブまたはパイプの内面に形成されるが、先端硬質部に通路を形成して、この通路に
可撓容袋を装着しても良い。
【発明の効果】
【００１３】
　内視鏡の挿入部の先端から噴射される液体等の流体を、その噴射態様に応じて、噴射圧
を任意に設定し、また変更することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　　以下、図面に基づいて本発明の実施の形態について説明する。まず、図１に内視鏡の
全体構成を示す。同図において、１は本体操作部、２は挿入部、３はユニバーサルコード
である。本体操作部１に連結して設けた挿入部２は、本体操作部１への連結側から大半の
長さが軟性部２ａで、軟性部２ａの先端には湾曲部２ｂが、湾曲部２ｂの先端に先端硬質
部２ｃが連結して設けられている。湾曲部２ｂは、本体操作部１に設けた湾曲操作ノブ４
を回動操作すると湾曲して、先端硬質部２ｃを所望の方向に向けられる。また、本体操作
部１には送気送水バルブ５及び吸引バルブ６が設けられており、さらに処置具導入部７も
設けられているが、これらは周知の構成であるから、詳細な説明は省略する。
【００１５】
　内視鏡には流体噴射装置が装着されている。この流体噴射装置の第１の実施の形態を図
２乃至図６に示す。この流体噴射装置は、図２に示したように、本体操作部１の後端部か
ら挿入部２の先端硬質部２ｃに至る流体供給路を構成する流体供給チューブ１０を有し、
この流体供給チューブ１０は曲げ方向に可撓性を有する合成樹脂製のチューブから形成さ
れる。流体供給チューブ１０の先端部は先端硬質部２ｃの位置まで延在されている。この
流体供給チューブ１０の後端部は本体操作部１の後面部に栓部材により閉鎖可能な注入口
１１として開口している。この注入口１１には、流体供給源として、洗浄液等からなる流
体が貯留されている貯液タンク１２からの配管１３が着脱可能に接続できるようになって
いる。この配管１３にはポンプ１４が設けられており、ポンプ１４を駆動することによっ
て、貯液タンク１２に貯留している液体が注入口１１から流体供給チューブ１０に供給さ
れることになる。
【００１６】
　挿入部２の先端硬質部２ｃは先端部本体２０と先端キャップ２１とから構成される。先
端部本体２０は高い強度を有する部材として、ステンレス等の金属材で形成され、この先
端部本体２０からなる導電部材が外部に露出しないようにするために、先端キャップ２１
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が嵌着されている。従って、この先端キャップ２１は電気絶縁性を有する合成樹脂で形成
される。先端部本体２０から先端キャップ２１にかけて貫通孔からなる噴射通路２２が設
けられている。この噴射通路２２には接続パイプ２３が装着されており、流体供給チュー
ブ１０の先端部はこの接続パイプ２３に嵌合されている。従って、接続パイプ２３の先端
部が噴射通路２２の噴射口２４となっている。
【００１７】
　噴射通路２２を構成する接続パイプ２３の内面には、その流路面積を変化させるための
可変絞りを構成する可撓容袋２５が装着されている。この可撓容袋２５は、好ましくは伸
縮性のあるゴム材からなり、中空のリング形状のものである。可撓容袋２５はその外周側
の面が接続パイプ２３に固着して設けられており、図３に示したように、この可撓容袋２
５が収縮した状態にあるときには、図４に示したように、ほぼ接続パイプ２３の内面に当
接しており、これが噴射通路２２の流路面積が最大になる。そして、可撓容袋２５内に作
動流体を供給すると、図５に示したように、内向きに突出するように膨出することになる
結果、図６に示したように、その分だけ噴射通路２２の流路面積が縮小する。
【００１８】
　可撓容袋２５内に供給される作動流体は液体であり、従って作動液体となる。この作動
液体は、応答性を高くする場合には、低粘度の液体を用いるようになし、また流路面積を
変化させるに当って、微小な制御を行うようにするには、ある程度粘度の高い液体を用い
るようにする。可撓容袋２５内に作動液体を給排するために、接続パイプ２３に透孔が穿
設されており、給液チューブ２６はこの透孔を介して可撓容袋２５に接続されており、こ
の給液チューブ２６は先端部本体２０に設けた溝２０ａに沿って挿入部２の基端側に延在
される。
【００１９】
　給液チューブ２６は、挿入部２から本体操作部１にまで延在され、その端部は本体操作
部１の内部に設けたシリンダ２７に接続されている。シリンダ２７にはピストン２８が摺
動可能に嵌合されている。ピストン２８にはロッド２９を介して操作部材３０が連結され
ており、ロッド２９は本体操作部１のケーシングを貫通して外部に導出されている。そし
て、ロッド２９の先端部に設けた操作部材３０は、例えば、本体操作部１の後端部におけ
る注入口１１の近傍に配置されており、術者等が手動操作によって押し引きできるように
なっている。
【００２０】
　ここで、挿入部２における先端硬質部２ｃには、図２に示したように、観察窓３１が設
けられており、この観察窓３１には対物光学系３２が装着されている。そして、この対物
光学系３２による結像位置には固体撮像素子３３が装着されており、この固体撮像素子３
３により体腔内像を結像させ、この映像信号を取り出して、図示しないモニタ画面に表示
する。従って、挿入部２を体腔内に挿入して、その先端硬質部２ｃを検査すべき位置に配
置して、体腔内の検査・観察を行うことができ、また必要に応じて処置具導入部７から図
示しない処置具挿通チャンネルを介して処置具を挿通させることによって、適宜の処置も
行える。
【００２１】
　体腔内を観察する際に、体腔内壁の状態、例えば体腔内壁の色調や凹凸を検査すること
が極めて重要である。従って、体腔内壁が汚れていると、正確な観察・診断を行うことが
できない。また、処置具を用いた処置を行う際にも、同様、体腔内壁に血液等が付着して
汚損されていると、正確な処置を行うことができなくなる。内視鏡に流体噴射装置を組み
込んでいるのは、このような要求に基づくものである。即ち、体腔内壁が血液その他の体
液や異物が付着していると、流体噴射装置から生理食塩水等からなる洗浄液を噴射して、
体腔内壁を洗い流すようにする。注入口１１に配管１３を接続しておき、ポンプ１４を駆
動すれば、配管１３から流体供給チューブ１０を経て噴射通路２２に挿入した接続パイプ
２３に向けて貯液タンク１２の洗浄液が供給され、噴射口２４からこの洗浄液が体腔内壁
に向けて噴射されて、この体腔内壁が洗浄される。
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【００２２】
　体腔内壁が広い範囲にわたって汚れており、挿入部２の先端硬質部２ｃが体腔内壁に近
接した位置にある場合には、噴射口２４から供給される洗浄液は流量を多くする必要があ
る。このためには、図３及び図４に示したように、シリンダ２７のピストン２８を引き出
して、可撓容袋２５を接続パイプ２３の内面に密着させる。これによって、噴射口２４の
流路面積が最大となり、大量の洗浄液が体腔内壁に供給される。このように、洗浄液の流
量を多くすると、噴射圧が低くなるが、噴射口２４が体腔内壁に近接した位置に配置され
ておれば、十分な洗浄能力を発揮する。従って、可撓容袋２５は、作動液体の給排により
遠隔操作されて、洗浄液の流路面積を変化させる可変絞りを構成するものである。
【００２３】
　一方、挿入部２の先端硬質部２ｃが体腔内壁に対して距離があるときには、若しくは体
腔内壁に付着している汚損物が容易に除去できない状態となっている場合には、洗浄液の
噴射圧を高くする。このためには、操作部材３０を操作して、この操作部材３０にロッド
２９を介して連結されているピストン２８をシリンダ２７内に押し込むように操作する。
これによって、シリンダ２７内の作動液体が給液チューブ２６を介して可撓容袋２５内に
送り込まれて、この可撓容袋２５を膨出させることになる。その結果、噴射口２４の開口
面積が縮小されることになり、流路が絞られる。これによって、流体供給チューブ１０か
ら接続パイプ２２内における流体噴射通路２２のうち、可撓容袋２５の手前側の圧力が増
大する。従って、体腔内壁に向けて噴射される洗浄液は、流量が少なくなるが、高い圧力
で体腔内壁に噴射され、先端硬質部２ｃからはなれた位置への洗浄を円滑かつ確実に行う
ことができ、また体腔内壁に密着している汚損物も容易に除去することができる。
【００２４】
　そして、可撓容袋２５による噴射口２４の開口面積の制御は連続的または段階的に行う
ことができるので、操作部材３０を適宜操作することにより、体腔内壁の状態や汚損状態
等に応じて、最適の流量で、最適の圧力で洗浄液を噴射させることができる。これによっ
て、洗浄能力が著しく高くなる。また、洗浄以外にも、例えば色素材を散布する場合に、
絞り開口面積を調整することにより最適の散布条件を選択できる。
【００２５】
　前述した実施の形態では、可撓容袋２５としては、リング状のものとしたが、図７及び
図８に示したように、上下一対の可撓容袋２５Ａ，２５Ａとすることもできる。このよう
に構成すると、最大流路面積状態では、両可撓容袋２５Ａは接続パイプ２３の内面に密着
することから、流路は円形になるが、流路面積を制限すると、上下の可撓容袋２５Ａが相
互に近接する方向に変位することから、スリット状の流路となる。そして、このように、
２箇所の可撓容袋２５Ａ，２５Ａを設ける場合には、それぞれに分岐給液チューブ２６Ａ
，２６Ａを接続し、これら両分岐給液チューブ２６Ａ，２６Ａは途中で合流させて、シリ
ンダ２７に接続した給液チューブ２６とする。
【００２６】
　さらに、図９に示したように、接続パイプ２３の内面に、それぞれ９０度毎に４箇所の
可撓容袋２５Ｂを設けるようにすることもできる。このように構成すると、最大流路面積
状態から最小流路面積状態までほぼ円形の流路となる。勿論、この場合には、分岐流体供
給チューブは４本設けることになる。
【００２７】
　さらにまた、可撓容袋は接続パイプ２３の内面に設ける構成以外にも、噴射通路２２を
露出させておき、この噴射通路２２の内面に可撓容袋２５Ｃを設けることもできる。例え
ば、図１０に示したように、先端キャップ２１に先端部本体２０より大径となった大径開
口部２１ｃを形成して、この先端キャップ２１の大径開口部２１ｃの内周面に可撓容袋２
５Ｃを固着して設けるようにしても良い。この場合は、流路面積が可変となった噴射口２
４は可撓容袋２５Ｃの内部に形成される。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
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【図１】本発明の第１の実施の形態を示す流体噴射装置を組み込んだ内視鏡の外観図であ
る。
【図２】図１の内視鏡の挿入部の先端部分を拡大して示す流体噴射装置の構成説明図であ
る。
【図３】挿入部の先端硬質部の要部拡大断面図であり、噴射通路の流路面積を最大にした
状態を示す図である。
【図４】図３における噴射通路の正面図である。
【図５】噴射通路の流路面積を最小状態にしたときの図３と同様の断面図である。
【図６】図５における噴射通路の正面図である。
【図７】本発明の第２の実施の形態を示す図３と同じ位置において、噴射通路の流路面積
を最小とした状態の挿入部の先端硬質部の断面図である。
【図８】図７における噴射通路の正面図である。
【図９】本発明の第３の実施の形態を示す噴射通路の正面図である。
【図１０】本発明の第４の実施の形態を示す図３と同じ位置において、噴射通路の流路面
積を最小とした状態の挿入部の先端硬質部の断面図である。
【符号の説明】
【００２９】
１　本体操作部　　　　　　　　　　　２　挿入部
２ｃ　先端硬質部　　　　　　　　　　１０　流体供給チューブ
１１　注入口　　　　　　　　　　　　１２　貯液タンク
１３　配管　　　　　　　　　　　　　１４　ポンプ
２０　先端部本体　　　　　　　　　　２１　先端キャップ
２１ｃ　大径化移行部　　　　　　　　２２　噴射通路
２３　接続パイプ　　　　　　　　　　２４　噴射口
２５，２５Ａ，２５Ｂ　可撓容袋　　　２６，２６Ａ　給液チューブ
２７　シリンダ　　　　　　　　　　　２８　ピストン
２９　ロッド　　　　　　　　　　　　３０　操作部材
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